
令和６年６月２２日（土）

千葉市中央区役所 地域づくり支援課 支援第１班

町内自治会運営と行政の関わり
～令和６年度第１回地域リーダー研修～
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【中央区の地区連協】

○末広中学校区

○葛城中学校区

○椿森中学校区

○緑町中学校区西千葉地区

○新宿中学校区

○蘇我中学校区

○生浜中学校区

○轟町中学校区(松波地区)

○松ケ丘中学校区

○川戸中学校区

○星久喜中学校区

○都地区

１ 千葉市の町内自治会の組織

会 員

単位町内自治会
（市内1,106団体 中央区233団体）

地区町内自治会連絡協議会
（市内50団体 中央区12団体）

区町内自治会連絡協議会
（各区１団体 計6団体）

千葉市町内自治会連絡協議会
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団体
法人格を
持った団体

非営利法人

営利法人
株式会社、合同会社
（LCC）、合名会社、

合資会社 等

一般法人
公益法人

NPO法人等

法人格を持たない団体
○町内自治会等の地縁団体
○趣味のサークル・同窓会

任意団体

認可地縁団体

法人格を取得した
地縁団体

２ 町内自治会の性格
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３ 町内自治会役員の役割

○会長

町内自治会の代表者でもあり責任者でもある。

○副会長

会長を補佐し、不在の際には代理を務める。

また、会長が会の意に反して独断で動くことのないよう、抑止力となることも

求められる。

○会計

会の資金・資産の管理を行う。

会員から集めた大切な資金を取り扱う役目を任されるので、収入や支出等を

適正に管理することが求められる。

○監査

収入・支出が適正に行われているか、資金・資産の管理は適切かなど、会の

運営を監査する役割を担う。

執行部とは切り離し、独立した立場で監査することが求められる。
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４ 適切な会計処理のために

(A)旧役員からの引き継ぎ

会計事務の１年の流れ

(B)日々の活動を帳簿に記録

(D)会計監査を受ける

(C)決算報告書を作成

(E)総会で決算報告を行う

会計書類や通帳を受け取り、説明を受ける。

会費の集金や補助金の申請、経費の支出など、活動
に伴う金銭の動きを帳簿に記入し、併せて領収書等
を整理・保管する。

同時期に予算書の作成や新役員候補の決定も行わ
れる。

会の運営の透明性を確保するために必要な監査。
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４ 適切な会計処理のために

(A)旧役員からの引き継ぎ

(1)帳簿や書類を前任者から引き継ぎ、会則や会計に関するルール
について説明を受ける。

(2)口座管理に必要な通帳・印鑑などを引き継ぐ。

○引き継ぐ資料は、帳簿、決算報告書、市の補助金要綱など。

○正しく会計を行うためのルールがある場合は、引き継ぎの際に確認しておく。

○現金は、引き継ぎ前にすべて口座に入れ、現金残高はゼロにしておくことが望

ましい。

○引き継ぎ当日に通帳記入を行い、残高に変更がないか確認する。

○通帳残高が決算報告書の金額と一致していることを確認する。

○預金通帳の名義変更を金融機関で行う。
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４ 適切な会計処理のために

(B)日々の活動を帳簿に記録

(1)口座の管理

(2)収入の管理

○万が一の盗難に備え、通帳と印鑑は別々の役員が持つことが望ましい。

⇒預金の預け入れ・引き出しに複数の役員が関わるため、金銭管理の透明性を

高めることができる。

○会費の集金について年度途中の入会・退会の扱いなど、ルールを明確化する。

○集めた会費は全額をいったん口座へ預金し、改めて必要な現金を引き出す。

⇒必ず通帳に記録を残すことがトラブルの防止につながる。
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４ 適切な会計処理のために

(B)日々の活動を帳簿に記録

(3)支出の管理

(4)帳簿の記入

○支出に関するルールを確認する。
⇒高額の支出については、事前に役員会などの了承を得るのが一般的
会の運営の透明性を高めるためにも、どのような手続きが必要なのか確認
しておく。

○領収書は必ずもらう。
○レシートについては、あらかじめ取扱いを決めておくことが望ましい。
○領収書が発行されない場合は、金額・日付・用途などのメモを残す。

○現金を扱う場合、現金出納簿を用意し、収入・支出を速やかに記入する。
⇒収入・支出は同日であっても、相殺せずにそれぞれ記入する。

○領収書やメモはノートに貼り付けるなどして保管する。
○月ごと（あるいは団体で決めた期間ごと）に集計する。
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４ 適切な会計処理のために

(B)日々の活動を帳簿に記録

(5)備品の管理

○長期間使う備品（机・デジカメなど）は、備品リストを作成して管理する。

○年に１度は備品が実際にあるか、現物の確認を行う。

⇒ 備品リストに記載された備品が実際にあるか、

修理や買い替えの必要がないか、

複数の人で確認し、備品リストを整理する。
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４ 適切な会計処理のために

(C)決算報告書を作成

○収支計算書を作成する。

⇒摘要（説明）欄を設け説明を加えると、より透明性が高まる。

（複数の会計区分がある場合）異なる会計の収支計算書同士が対応している

かを確認する。

※異なる会計間のやりとりは、相殺せずに金額を記入する。

(D)会計監査を受ける

○監査を受けるための書類をすべて準備する。

⇒予算書・決算報告書・帳簿・領収書・通帳・メモなど、会計に関わる全ての

書類を準備

○監事からの質問に対応するため、あらかじめ資料を準備しておく。

⇒・予算と決算の間に大きな差がある項目

・前年度から大きく変化した項目

・雑収入
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４ 適切な会計処理のために

(E)総会で決算報告を行う

【開かれた総会のために】

○総会は全会員の参加が可能であることが原則

→会員数の多い自治会では、総会への出席者が限られている例も見受けられる

が、自治会運営の透明性を高めるためにも、全ての会員が参加できるように

することが望ましい。

○総会資料を欠席した人を含めた会員に配布し、活動の様子を見てもらい、活動

に関心をもってもらう。

○欠席した人に会議の様子を伝え、後々どのように物事が決まったのかを確認す

るために、議事録等の記録を残すことが重要

※会員と役員が協力して運営を行っていくためには……

役員＝運営の全てを一部の人だけで決めないようにする。

会員＝役員任せにせず、活動や運営に積極的に関わっていく。
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５ 町内自治会への補助・助成制度等

【地域づくり支援課（支援第１班）で扱う主なもの】

（１）千葉市町内自治会事務委託料

（２）町内自治会集会所建設等事業補助金

（３）認可地縁団体

（４）千葉市ボランティア活動補償制度

【参考】市役所市民自治推進課
町内自治会による多様な主体との連携活動支援補助金
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５ 町内自治会への補助・助成制度等

（１）千葉市町内自治会事務委託料

市政情報等の回覧協力をお願いすることから、町内自治会事務委託料を

交付しています。

区分 月別

上期 ４～９月分

下期 10～翌３月

金額 算定基礎となる世帯
支払期

１世帯につき
年額４００円

自治会の加入世帯数
(算定基準日：4/1,10/1)

※「200円×加入世帯数」で算出した金額を、半期ごとに入金。

【注意点】

○回覧を行っていただくための委託料であることに注意

○加入世帯数の根拠となる名簿の整備が必要

⇒個人情報保護に関するルールを整理
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５ 町内自治会への補助・助成制度等

（２）町内自治会集会所建設等事業補助金

※集会所を地域避難施設として認定⇒400万円の加算あり

補助を受けるために必要なこと。

①集会場建設等が町内自治会の総意であること。

⇒必ず総会で承認してもらう。

②必要な資金を積み立てること。

⇒補助金は原則、完成後の支払いとなります。

③土地所有者など、近隣と調整を行うこと。

区分
補助率

（補助対象経費のうち）
補助限度額

新築、建替、

増改築、買取等
2/3以内 800万円（※）

修繕 1/2以内 200万円

耐震診断 2/3以内 10万円

耐震設計 1/2以内 10万円

耐震改修 1/2以内 120万円

借上 1/2以内 30万円
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５ 町内自治会への補助・助成制度等

町内自治会 ⇒ 法人格を持たない
⇒ 団体名義では不動産登記ができない（個人所有になる）

名義人の転居、死亡・個人財産との混同・債権者による財産の差し押さえ
などの様々な問題の可能性も！

一定の手続のもとに法人格を取得できる＝「認可地縁団体」

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律
（令和３年法律第44 号）」が令和３年５月２６日付で公布

⇒認可地縁団体の認可の目的について不動産等の保有を前提としないものに見直し、
地縁による団体は、不動産等の保有の有無にかかわらず、地域的な共同活動を円滑に行う
ため市町村長の認可を受けることができるもの

（３）認可地縁団体



５ 町内自治会への補助・助成制度等
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① その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等、

良好な地域社会の維持及び形成に役立つ、地域的な共同活動を行う

ことを目的とし、現にその活動を行っていると認められること。

② その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められて

いること。

③ その区域に住所を有するすべての個人は構成員になることができる

ものとし、相当数の者が現に構成員になっていること。

④ 規約を定めていること。

認可地縁団体の認可要件
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５ 町内自治会への補助・助成制度等

ボランティア活動中に起こった損害賠償責任事故と傷害事故と補償する制度

・保険料の支払い、事前の登録等は不要
・町内自治会等が原則無報酬で、計画的又は継続的に行う
公益性のある活動でボランティア活動従事者が対象

事故に対する備えは万全に！でも・・・

万が一、事故が起きたら地域づくり支援課まで

（４）ボランティア活動補償制度



６ 【参考】規約の見直し等
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新型コロナウイルス感染症の影響により、総会や理事会を対面ではなく

書面により開催する。

１ 個人情報の保護について

２ 書面開催について

町内自治会は「個人情報取扱事業者」として、「個人情報の保護に関す

る法律」の適用を受ける。

⇒個人情報を適正に取り扱うため、ルールを会則や規約の中に

盛り込む必要がある。



20

ご清聴、
ありがとうございました。


